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世界気象機関（WMO）は５月 17 日、 2023～27 年

の５年間に温室効果ガス濃度の増加とエルニーニ

ョ現象により世界の気温が産業革命以前から 1.1

〜1.8℃上昇し、少なくとも 1 年間は国際合意の

1.5℃を超える可能性が高い（66％の確率）と指摘

した。気候激変が、健康、食糧、水、生態系等、広

範囲に悪影響を及ぶ恐れがあり、CO2等の温室効果

ガスの排出削減に向けて再生可能エネルギー（以

下、再エネ）普及を加速しなければならない。 

１． 世界の再エネ普及の最新情勢 

再エネ発電設備導入量は急増中、2022 年は史上最

高を記録 

コロナ禍やロシアのウクライナ侵略という異常

な状況下でも、世界の再エネは急増しつつある。図

１に示すように、2020～22 年の再エネ発電設備の

年間導入量は以前を大幅に上回り、22 年は史上最

高に達した。種類別では太陽光と風力の伸びが著

しく、22 年の導入量のうち両者で 90%を占めた。

累積設備容量は約 34 億 kW となり、発電量でも数

年以内に最大の石炭火力発電を上回る勢いである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国や地域別では、以前は欧州諸国が再エネ普及を

牽引してきたが、最近は途上国の普及速度が先進国

を上回り、現在の再エネ発電設備導入量の 1 位が中

国、３位ブラジル、４位インドとなっている（2、5

位アメリカ、ドイツ）。発電量中の再エネ比率は、

世界平均で 28%(2021 年)であるが、国別では 100%が

7 カ国、90％台が 14 カ国もあり、合計 21 カ国中で

アイスランド（100%）とノルウェー（98％）以外は

エチオピア、ネパール、コスタリカなどの途上国が

占める。60%以上が 64 カ国もあるが、先進国は 10 カ

国のみで、日本は 20%、122 位と遅れている。 

 世界の再エネ普及加速要因として、普及政策導入国

の増加に加えて、再エネ発電コストが低下し、多くの

国で陸上風力や太陽光発電が最も安価な発電手段で

あることが挙げられる。さらに、デンマーク等で先進

的に行われてきた市民や地域主体による再エネ普及

方式が、多くの国に広がっているのも一因である。 

エネルギー危機が再エネ普及を加速 

 ウクライナ侵攻が生み出した世界的なエネルギー

危機も再エネ普及を加速する契機となっている。特に

エネルギー価格が急騰したヨー

ロッパを中心に、政策の見直し

が行われた。昨年、EU は天然ガ

ス価格の極端な上昇を抑制する

システムを導入するとともに、 

REPowerEU 計画の推進を表明し

た。計画では、国産で最も安価な

再エネの普及を加速し、エネル

ギー自立とグリーン移行、価格

低減を目指すことにより 2030

年までにロシアの化石燃料依存

から脱却し、同年のエネルギー

中の再エネ比率目標を 45%に、電

力中の目標を 69%に引き上げた。 

  

 

 

世界と日本の自然エネルギー 

（再生可能エネルギー）をめぐる最新情勢  
自然エネルギー市民の会代表 和田 武 
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図１ 世界の再エネ発電設備の年間導入量と累積容量の推移

（IRENA,2023 データから作図） 
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ドイツは本年４月に原発を全廃しながら、電力

中の再エネ比率を 2030 年に 80%、2035 年に 100%

とし、再エネ普及を加速することで 2045 年までに

カーボンニュートラルを達成する新計画を立てた。

原発大国のフランスは、原発の新増設を予定しな

がら、エネルギー危機や気候危機への迅速な対応

が必要として、本年２月に「再エネ生産加速法」を

制定し、今後 4 年間の緊急措置として、行政手続

きの迅速化、発電所建設に人工化土地（駐車場、道

路、鉄道、河川敷など）活用拡大、洋上風力発電の

開発加速、資金調達の改善、市民関与の拡大等を図

っている。 

石炭最大輸出国のオーストラリアが再エネ重視

政策に転換したことも注目に値する。昨年 5 月に

誕生したアルバニージー労働党政権は、意欲的な

地球温暖化防止、脱炭素政策、高い再エネ普及目標

を掲げた。石炭火力発電を 2040 年までに廃止し、

現在は 30％程度の電力中の再エネ比率を、太陽光

と風力を中心に 2030 年度までに 82％、2032 年頃

に 100%、2050 年に 200％にする予定である。同国

は再エネ資源も豊富で、太陽光や風力発電は従来

発電より低コストなので、将来のオーストラリア

は再エネ輸出大国になり、雇用も大幅に増加する

など経済発展も見通している。他の諸国も再エネ

中心社会を目指す動きを強めており、IEA は今後も

世界の再エネ普及速度は上昇し続

けると予測している。 

 

２． 日本の再エネ普及動向と課題 

世界は再エネ普及を加速してい

る中で、日本は特異な動向を示して

いる。図２から明らかであるが、再

エネ発電設備の年間導入量は、FIT

施行の 2012年から 15年までは急増

したものの、その後は減少傾向が続

いているのである。 

東日本大震災が発生した日の午

前中に菅直人民主党政権が FIT 導

入を閣議決定し、同年、FIT 法が成

立、翌年の施行によって再エネ発電 

 

 

 

 

が急速に普及しはじめたが、同年末の総選挙で民主党

が敗退し、安倍自公政権が誕生したことで、再エネ普

及に逆風が吹き始めた。 

安倍政権は民主党政権の温室効果ガス削減目標を

後退させるとともに、第４、第５次エネルギー基本計

画では、原発を「ベースロード電源」と位置付け、電

力需要が少ない時には太陽光発電を出力制御する対

象にした（その結果、東京電力以外の大手電力会社が

実施）。また 2016 年の FIT 法改正により、送電線設

置費用を再エネ発電事業者に負担させ、同年の電力全

面自由化後の卸電力市場での価格高騰（大手電力によ

る価格操作疑惑報道もある）、FIT 電力価格の市場価

格連動制等、再エネ電力のコスト上昇や普及を困難に

する条件を次々と打ち出したのである。その流れを岸

田政権も引き継いだ上、「グリーントランスフォーメ

ーション（GX）」では、新たな原子力重視政策（60 年

以上の長期運転や原発の新増設が可能）まで打ち出し

た。もはや自公政権に再エネ普及政策は期待できない。 

 しかし、日本の再エネ資源のポテンシャルは十分に

あり、市民、自治体、企業などの社会のあらゆる主体

が草の根的に再エネ普及に取り組むことで、再エネ

100%の日本を実現できる。再エネ普及の推進は、GDP

の上昇や雇用の拡大、普及地域の自立的発展などの多

くの社会的好影響をもたらすことはすでに実証され

ている。 
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図 2 日本の再エネ発電設備の年間導入量と累積容量の推移

（IRENA,2023 データから作図） 
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自治体については、倉阪らによれば、2020 年度

に 174 市町村（全自治体の 10%）が再エネで全エネ

ルギーを供給し、272 市町村（15%）が全電力を供

給しており、その数は増加し続けている。福島県で

は再エネ 100%を目指す計画を上回る勢いで普及が

進展している。環境省によれば、茨城県を除く全都

道府県と 934市町村が 2050年カーボンゼロ宣言を

しており、今後、その実行計画に基づく再エネ普及

の加速が期待できる。企業についても、すでに 80

の大企業が事業活動を再エネ 100%で賄う計画を表

明し、中小企業にも同様の計画が広がりつつある。 

市民による住宅用太陽光発電の導入も、FIT 導入に 

 

 

 

はじめに 

関西エリアでは初となる再生可能エネルギー電

力の出力抑制（制御）が、６月４日に実施された。

同日は休日で工場等の稼働が減りエリア内での需

要量が低下するのに対して、好天によって太陽光発

電の出力が増加し、需要量を供給量が上回る可能性

があるためだ。６月４日のエリア需要は 1,323万 kW

＋揚水運転 236 万 kW の合計 1,559万 kW となる。そ

れに対して供給力は 1,615 万 kW（うち 526 万 kW が

太陽光・風力発電）のため余剰分となる 57 万 kW 相

当の太陽光・風力発電の出力抑制が実施されること

になった（図１）。 

再エネ出力制御を実施されると、対象となった発

電所では、その間の発電量はゼロとなってしまう。

そのため出力制御が頻発するような事態になれば、

再エネの経済性の低下、ひいては今後の普及の妨げ

になることが危惧される。 

１．優先給電ルールと出力制御 

電力系統においては、電気を使う量と発電する

量（需要と供給）のバランスをとることが重要に 

 

 

 

 

加えて０円ソーラーなどを活用する PPA 方式も増加

し始めており、東京都や京都府など、自治体の中に

住宅用太陽光発電普及を支援する制度も増加してい

る。地域生協でも、なら生協が再エネ 100%宣言する

などの新たな動きが出ている。 

このような社会のあらゆる主体が再エネの生産や

消費に積極的に参加する状況を生み出すことで、再エ

ネ中心の社会づくりへの動きを強め、同時に再エネ優

先政策を採る政権を誕生させたいものである。 

（本原稿は、本年５月 31 日の原発ゼロの会・大阪主

催の自然エネルギー連続講座の第１回目の講演内容

をまとめたものである。） 

 

 

 

なる。需給バランスが崩れてしまうと周波数に乱れ

が生じて、最悪の場合は大規模停電が発生すると言

われている。このため需要と供給の量が常にバラン

スするように調整することが必要となっている。 

 

 

図１ ６月４日の関電管内での出力制御のイメージ 

出典：関西送配電株式会社データより筆者作成） 

*四捨五入の関係で数値が完全に一致しない部分がある。 

 

急増する再生可能エネルギー出力制御と今後の見通し 
豊田陽介（気候ネットワーク上席研究員、PARE運営委員）    
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その調整のために国は「優先給電ルール

(表１)」を定め、その中で再エネを対象に

した出力制御も行われることになってい

る（ここでの再エネは太陽光発電と風力発

電を指す）。 

優先給電ルールでは、電気の発電量がエ

リアの需要量を上回る場合には、まず火力

発電の出力の抑制、揚水発電のくみ上げ運

転による需要創出（電力の消費）、地域間連

系線を活用した他エリアへの送電を行う。

それでもなお発電量が需要量を上回る場

合には、バイオマス発電の出力制御の後

に、太陽光・風力発電の出力制御を行うこ

とになる。水力・原子力・地熱は「長期固

定電源（ベースロード電源）」と呼ばれ、出力を短時

間で小刻みに調整することが技術的に難しく、一度

出力を低下させるとすぐに元に戻すことができな

いため、最後に抑制すること＝優先して電力供給が

行われることになっている。 

２．出力制御の上限と補償 

再エネ出力制御の対象となる発電所や年間どの

程度まで実施される可能性があるのか、また発電を

止められることに対する補償がどうなっているの

かを紹介する。再エネ出力制御は固定価格買取制度

の下で、無補償での出力制御に応じなければいけな

い上限が示されている。FIT 開始直後は年間 30 日間

が上限と決められていたが、再エネ導入量の増加と

ともに、この上限は拡大され、2021 年 4 月以降から

は全てのエリアで「無制限・無補償」で出力制御に

応じなければならなくなった。なお、出力制御の対

象となる規模については、太陽光発電は、10kW 以上

が対象で、当面 10kW 以下は出力制御の対象外とな

っている。 

無制限・無保証の出力抑制の可能性によって、再

エネ事業の収益性と予見性は低下し、金融機関が融

資を控えることで資金調達が困難になると予測さ

れる。また、すでに稼働している発電所においては、

出力制御によって発電収入が激減し、収支が赤字に

なる可能性もある。現段階の抑制による実際の発電 

 

 

 

 

 

量への影響は少ないが、今後の接続増加によって影響

は大きくなることが予測される。そのためこれから将

来の出力制御率がどうなるのか、また出力制御を低下

させるためにはどのような対策があるのかが重要に

なってくる。 

３．再エネ出力制御の実施状況 

 日本での再エネの出力制御は、2018 年 10 月に全国

で初めて九州エリアで行われた。その後、休日や GW

等の軽負荷期に九州エリアでのみ実施されていたが、

再エネの導入拡大とともに、出力制御実施エリアも拡

大されてきた。2022 年 4 月に東北、中国、四国エリ

ア、5 月に北海道エリア、2023 年 1 月に沖縄エリア、

4 月に中部、北陸エリアにおいて、そして 6 月には関

西エリアで初めて出力制御が行われた。 

 近年実施エリアを拡大してきた出力制御だが、その

頻度も年々増加傾向にある。経済産業省の系統ワーキ

ンググループの資料によれば、九州エリアでは 2018

年度の出力制御率は 0.9%だったものが、2022 年度に

は 3.0％にまで増え、さらに 2023 年度は５％近くに

まで増加することが予想されている。その他東北、中

国、四国、沖縄でも同様に 2023 年度は出力制御率が

増えることが予測されている。実際に中国、四国エリ

アでは、4・5 月の２ヶ月間だけで昨年度を上回る出力

制御が実際されており、予想を上回る出力制御率にな

ることが危惧される。 

 

表１．優先給電ルール 

 
＊地域に賦存する資源（未利用間伐材等のバイオマス、メタン発酵

ガス、一般廃棄物）を活用する発電設備 

出典：送配電会社 HPから筆者作成 
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４．2031年度の出力制御率の見通し 

系統 WG で報告された各送配電会社の資料によれ

ば、2031 年度の出力制御率は、北海道・東北エリア

で 50％以上、中国・九州エリアで 25％以上という予

想になっている。これは非常に高い割合であり、本

当にこのレベルの出力制御が実際されれば再エネ

事業に甚大な影響が及ぶことは想像に難くない。 

 こうした再エネ出力制御を低減するための対策

としては、デマンドレスポンスや蓄電池の導入とい

った需要対策、火力発電の出力をさらに下げる（現 

 

 

 

 

在概ね 30％を 20％に）供給対策、そ

して地域間連系線を通じて他エリア

への送電量を増やす系統面での対策

などが考えられる。これらの対策を

実施した場合には、エリアごとに異

なるものの制御率の大きかった北海

道、東北、九州をはじめ、全てのエリ

アで低減されるという試算結果にな

っている。 

おわりに 

試算の結果を持って出力制御対策

が十分に進むと考えるのは楽観的で

あり、実際のところ今後導入される

再エネを大幅に拡大していくことに

なれば、出力制御が行われる可能性

はより大きくなる。また、地域関連系

線の活用などが試算のように理想的

に行われない可能性もある。さらに

は国が進めようとしている GX 戦略において原発の増

設が進めば、今の日本の優先給電ルールでは再エネが

その分の割を喰うことになってしまう。 

再エネに対する出力制御は、日本よりも再エネが進

んでいる欧州等の国でも行われている。しかしながら

これらの国では、出力制御を実施した場合には、発電

事業者に対して補償金が支払われる制度になってい

る。再エネの出力制御を行うこと自体が問題なのでは

ない。出力制御を行うことが再エネ普及を妨げること

になるのではなく、再エネの電力比率をより高めるこ

とにつながるルールにすることが重要なのである。 

今後の再エネ大幅導入、再エ

ネ 100％の達成のためにも、再

エネ優先給電（①連系手続きに

おける優先、②市場への優先ア

クセス、③混雑時の優先アクセ

ス）のための制度・ルール及び

技術、それを公平・公正に運用

する各種主体の実現が求められ

る。 

 

表２．再エネ出力制御の実施状況 

 

出所：第 46回系統 WG 

表 3．再エネ出力制御の見通しと低減対策の効果（2031 年度） 

 

出所：第 45 回系統 WG 

 


